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1. 記事の主な主張と論拠の概要 
 

 記事の主な主張 

PRESIDENT Online の記事「世界に誇る日本のアニメなのに…市場 3 兆円でも作品の"7 割
が赤字"という異常事態で中国･韓国に駆逐される日」は、日本のアニメ産業が抱える構造的
問題を以下の 4 点として提示しています： 
 
1. 規模と収益のアンバランス：ユーザー支払ベースで 3 兆 3465 億円（2023 年）の市場規
模を持ち、約半分が海外市場（特に中国・東南アジアが半分以上）と好調な一方で、作品の
約 7 割が赤字という異常事態が続いている。 
2. 製作委員会方式の弊害：製作委員会が設定する制作費が制作現場に十分に還元されず、
制作会社やアニメーターが収益分配から取り残されている。 
3. 中国・韓国の脅威：特に韓国のウェブトゥーンが急成長し、日本のマンガ・アニメ市場
を侵食している。 
4. ソシャゲ業界との類似性：開発費高騰や競争激化により、ソーシャルゲーム業界と同じ
末路を辿る可能性がある。 
 

 論拠 

- 日本動画協会「アニメ産業レポート 2024」の市場規模データ 
- シンエイ動画顧問・入江武彦氏の業界インサイト 
- 製作委員会方式における利益分配の不公平性 
- アニメーターの劣悪な労働環境と低賃金 
 

2. 市場規模と「7 割赤字」説の信憑性検証 
 

アニメ産業の実際の市場規模 

日本動画協会（AJA）の公式データによると： 
- 2023 年：アニメ産業市場（ユーザー支払ベース）= 3 兆 3465 億円（海外市場 1 兆 7222



億円） 
- 2024 年速報値：3 兆 8407 億円（前年比 114.8%）で過去最高を更新 
  - 国内市場：1 兆 6705 億円（前年比 102.8%） 
  - 海外市場：2 兆 1702 億円（前年比 126.0%） 
 
記事の「3 兆円」という数字は事実です。しかし、海外市場の地域別内訳について記事は「半
分以上が中国や東南アジア」と主張していますが、AJA の公開データでは具体的な国別内訳
は確認できませんでした。 
 

「7 割が赤字」説の検証 

「7 割が赤字」という具体的な統計データは、公表されている公式レポートでは確認できま
せんでした。しかし、関連データを整理すると： 
 
帝国データバンク調査では「全体の 3 割が赤字」との報告がありますが、これはアニメ制作
会社全体の経営状況を指しており、作品単位の赤字比率を示すものではありません。 
 
IG ポートの事例（『SPY×FAMILY』制作）では： 
- 映像制作事業：3 億 9400 万円の営業損失 
- 版権事業：7 億 4400 万円の営業利益 
 
これは「制作事業は赤字だが、版権事業で黒字」という構造を示しており、単純な「作品の
7 割が赤字」という主張よりも複雑な収益構造があることを物語っています。 
 
結論：「7 割が赤字」という数字は、特定の統計からの引用ではなく、業界関係者の体感的
認識や特定条件下の事例を一般化した可能性が高いです。正確な作品単位の赤字比率を示
す客観的データは公表されていません。 
 
 

3. 構造的問題の深掘り 
 

製作委員会方式の問題点 

この方式は、放送局・出版社・玩具メーカーなどが出資しリスクを分散する手法ですが、以
下の問題があります： 



 
1. 利益分配の不公平性： 
   - 制作会社は固定の制作費しか得られず、作品のヒットによる追加利益分配を受けにく
い 
   - 出資比率に応じた利益配分のため、制作会社（特に中小）が委員会に出資できない限
り、成功の果実から取り残される 
 
2. 制作費の抑制傾向： 
   - 委員会は制作費を圧縮してリスクを抑えようとする 
   - 結果、制作現場への還元が不十分になる 
 

制作費高騰の実態 

- CG・VFX 制作費の増加：高品質化に伴いコストが急増 
- 外注費の高騰：優秀なアニメーターの確保競争が激化 
- 制作期間の長期化：クオリティ追求によりスケジュールが伸びる 
 
IG ポートの決算資料によれば、これらが制作事業の赤字幅を拡大させています。 
 

### アニメーターの待遇問題：深刻な認識格差 

日本動画協会と NAFCA（日本アニメフィルム文化連盟）の調査で大きな隔たりが生じてい
ます： 
 
| 項目 | 日本動画協会の主張 | NAFCA の反論・実態 | 
|------|-------------------|-------------------| 
| 年間労働時間 | 平均 2,623 時間（法定上限内） | 中央値で計算すると 2,745 時間（上限
2,805 時間に迫る）| 
| 賃金 | 民間平均に近づきつつある | 37.7%が月収 20 万円以下、20 代の 13%が月収 10 万
円未満 | 
| 労働時間 | 長時間労働は労使協定の範囲内 | 71.4%が 1 日 8 時間以上、30.4%が 10 時間
以上働いている | 
 
結論：制作現場の労働環境は、協会の「改善傾向」という評価よりもはるかに深刻で、低賃
金・長時間労働が慢性化しています。 
 



 

4. 中国・韓国の産業動向 
 

韓国：ウェブトゥーンが日本市場を席捲 

韓国のコンテンツ戦略はアニメ制作のみならず、デジタルコミック領域で大きな成功を収
めています： 
 
1. 市場規模： 
   - 2022 年ウェブトゥーン輸出額：1 兆 8290 億ウォン（約 1,958 億円） 
   - 2023 年予測：2 兆 1890 億ウォン（約 2,300 億円） 
 
2. 日本市場での支配的立場： 
   - ピッコマ（カカオ）と LINE マンガ（ネイバー）が日本の電子コミックアプリ市場で
1 位、2 位 
   - 2022 年電子コミック市場の約 10%（520 億円）がウェブトゥーン 
 
3. 政府の積極的支援： 
   - 2024 年：1 兆ウォン（約 1,000 億円）の投資を K コンテンツ輸出支援に 
   - 海外拠点を 10 カ所から 2027 年までに 50 カ所に増設 
   - 企業向けに最大 5.2 億ウォンの海外プラットフォーム構築支援 
 
4. ビジネスモデルの革新： 
   - 縦スクロール形式の最適化 
   - 早期からの多言語対応と現地オリジナル制作 
   - デジタルネイティブ世代への強い訴求力 
 

中国 

検索結果では中国のアニメ産業の詳細な統計は得られませんでしたが、記事の主張通り、中
国市場は日本アニメの最大の輸出先の一つであり、同時に独自のアニメ制作能力も急速に
向上しています。中国政府も "文化産業振興" の一環としてアニメ産業を重点支援分野とし
て位置づけています。 
 



日本に対する脅威の実態 

直接的な脅威：韓国ウェブトゥーンが日本のデジタルコミック市場の 20%を狙う勢いで拡
大 
 
間接的な脅威： 
- 韓国企業が IP 源（ウェブトゥーン）を支配することで、アニメ化の主導権を握る可能性 
- デジタルプラットフォームでの配給支配力により、日本の伝統的な出版・アニメ制作モデ
ルを破壊 
- 日本市場での成功体験を基に、グローバル展開の先手を打たれている 
 
 

## 5. ソシャゲ業界との比較の妥当性 
 

共通点 

1. 開発・制作費の高騰：クオリティ競争によりコストが膨張 
2. 収益分配の歪み：プラットフォームや出版元が利益の大半を獲得し、制作側への還元が
不十分 
3. 競争の激化：国内市場の飽和と海外勢の台頭 
4. 人材流出：劣悪な労働環境による優秀な人材の流失 
 

相違点 

| 項目 | アニメ業界 | ソーシャルゲーム業界 | 
|------|-----------|---------------------| 
| 労働環境 | 労働法規制のグレーゾーン、賃金が最低賃金以下も | 相対的に待遇が良い
（IT 業界平均） | 
| 制作期間 | 1 年～数年と長期間固定 | 数ヶ月の短期開発が可能 | 
| 収益モデル | 製作委員会方式による固定制作費 | 課金制による変動収益 | 
| 海外競争 | 韓国のウェブトゥーンが異業種から侵食 | 中国・韓国のゲーム企業が直接競
合 | 
| 政府の関与 | コンテンツ産業戦略として支援の方向 | ガチャ規制など規制強化の方向 
| 
 



結論：「同じ末路」という比較は部分的に妥当ですが、アニメ業界の方が労働環境・収益分
配の問題がより構造的かつ深刻です。ソシャゲ業界は「儲かるが競争に負ける」なら、アニ
メ業界は「競争に負ける前に現場が疲弊している」という状況です。 
 

 6. 解決策と新ビジネスモデルの模索 
 
配信プラットフォームとの直接契約 
Netflix、Amazon Prime Video、Disney+などグローバル配信プラットフォームが、日本の
アニメスタジオと直接契約を結ぶ事例が増加： 
 
- メリット： 
  - 製作委員会を経由せずに制作費が制作会社に直接還元 
  - グローバル配信保証による収益安定化 
  - クリエイティブコントロールの確保 
 
- 課題： 
  - プラットフォーム依存リスク 
  - 日本国内の放送局との関係調整 
  - 長期的な IP 管理権の所在 
 

IP の多角的な海外展開 

- 先行配信権の販売：中国、東南アジアへのタイムリーな展開 
- 商品化権の多様化：フィギュア、ゲーム、コラボ商品のグローバル展開 
- 原作者・制作会社の権利強化：版元や放送局に依存しない収益基盤の構築 
 

DX（デジタルトランスフォーメーション） 

- クラウドベースの制作管理：作業効率化と進捗可視化 
- AI アシスト技術：中間画生成の自動化による作業負荷軽減 
- 遠隔共同制作：優秀な人材の確保範囲を地理的制約から解放 
 
現状：これらの取り組みは個別的に始まっているものの、業界全体への普及には時間がかか
っています。特に中小スタジオでは導入コストが障壁になっています。 
 



--- 
 

7. 悲観論への反論と日本アニメの競争優位性 
 

日本アニメが依然として持つ強み 

1. IP の蓄積と多様性： 
   - 長年の漫画・ライトノベル文化から生まれた豊富な原作ストック 
   - ジャンルの多様性（ロボット、魔法少女、日常系など） 
 
2. ストーリーテリングの高度さ： 
   - キャラクター心理の深い描写 
   - 長期間にわたる物語の構築能力（シリーズ展開） 
   - 世界観設定の細かさ 
 
3. ファンダムの強固さ： 
   - コアな海外ファン層の存在 
   - オタク文化としての社会的認知 
   - 二次創作コミュニティの活性化 
 
4. 制作技術の深み： 
   - 2D アニメーションの伝統技術 
   - 職人によるクオリティの高さ 
   - 日本独特の作画表現（例：「劇場版アニメ」のクオリティ） 
 

専門家の異なる視点 

- 市場は拡大している：記事の悲観論にもかかわらず、海外市場は 126%増と好調 
- 構造改革の動き：公正取引委員会による取引適正化の検討、制作会社の連携強化 
- 新規参入の増加：Netflix などの投資が制作現場の活性化を促す 
- 人材育成の取り組み：専門学校のカリキュラム改革、企業内研修の強化 
 

危機感を持つべき本質的問題 

記事の「駆逐される」という表現は煽りすぎの可能性がありますが、以下の問題は深刻です： 



 
1. 制作現場の疲弊：優秀なアニメーターが続々と離職 
2. 次世代の育成不足：低賃金・長時間労働で新人が集まらない 
3. 技術革新の遅れ：韓国のデジタルネイティブ戦略に対抗できていない 
4. IP 源の流失：ウェブトゥーンなど新しい形態のコンテンツで韓国が先手 
 
 

総合分析と結論 
 

記事の評価 

妥当な部分： 

- 市場規模と現場の疲弊のギャップは事実 
- 製作委員会方式の問題点は正確に指摘している 
- 中国・韓国（特にウェブトゥーン）の脅威は現実的 
 

誇張・不確実な部分： 

- 「7 割が赤字」という具体的数字に客観的データなし 
- 「駆逐される」という表現は、日本アニメの依然たる強みを無視しすぎ 
- ソシャゲ業界との比較は部分的にしか当てはまらない 
 

業界の真の課題 
1. 収益分配システムの改革：制作現場への還元を確保する新しい契約モデルが急務 
2. 労働環境の根本的改善：アニメーターの賃金引き上げと長時間労働の解消 
3. デジタル戦略の強化：ウェブトゥーンへの対抗策と、DX による生産性向上 
4. 国際競争力の維持：IP 戦略と人材育成の両面からの支援 
 

提言 
日本のアニメ産業は市場規模では世界をリードし続けていますが、収益分配と現場の持続
可能性という点で危機的状況にあります。記事の危言は、長年放置された構造問題に対する
必要な警鐘と言えます。ただし、悲観論に流れるのではなく、市場拡大という好機を活かし



て、製作委員会方式の改革や DX 投資、労働環境改善に取り組むことが、真に「世界で戦え
る基幹産業」への道です。 
 
緊急対応領域：アニメーター待遇改善と次世代育成 
中長期戦略：デジタルプラットフォーム時代の新ビジネスモデル構築 
国際戦略：韓国のウェブトゥーン攻勢に対抗する日本的デジタル漫画戦略 
 
 
本レポートは、提供された記事と検索結果に基づく客観的分析を行い、事実関係と課題の本
質を明らかにしたものです。 


